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建築物省エネ法の改正を踏まえた
「断熱の更なる展開」



建築物省エネ法の改正、及び、その強化の動向

政府は、「住宅・建築の省エネ基準は2020年ま
でに段階的に適合義務化する」と、2013年に閣
議決定した。

しかし、今回の建築物省エネ法の改正では、小規模の建築・住宅は
「適合義務化」が見送られた。2013年の閣議決定は反故にされた。

「日本再興戦略」の74ページ



遺憾にも戸建住宅の適合義務化は見送られる
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出典：国交省ホームページ



省エネ基準の適合に関わる規制強化の動向
（建築物省エネ法の2019年の改正）
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建物の規模 建築（非住宅） 住宅

大規模
(2000㎡以上）

適合義務
(2017年より）

• 現行の「届出」に加えて、所管
行政庁の指示・命令を強化。

• 民間審査機関の評価の場合
には、適合審査手続を簡素化
（６ヵ月以内に施行）。

中規模
（300～2000㎡）

適合義務
(2年以内に施行）

小規模
（300㎡未満）

• 確認申請での規制はない（現在と同じ）。
• 建築主に適合責務。
• 建築士に省エネ基準の適合/不適合に関する説明（対建

築主）を義務づける制度を創設(2年以内に施行）。

• 大手の注文戸建住宅事業者に現行のトップランナー制度
※を適用する。（６ヵ月以内に施行）

※住宅事業建築主の判断基準：150戸/年以上を供給する建売販売業者は、供給す
る住宅の平均値で省エネ基準（外皮＆1次エネ）を満たさなければならない。



省エネ基準の適合・届出の状況（H28年の調査結果）
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建築 住宅 建築 住宅

大規模(2000㎡以上） 98% 60% 98% 84%

中規模(300～2000㎡） 91% 57% 78% 67%

小規模(300㎡未満） 69% 60%

建物規模
省エネ基準適合率 省エネ基準届出率

義務化

届出

（出典：国交省2018.12）

小規模住宅へ
の行政措置が
課題



省エネ基準の適合に関する新たな説明制度とは？
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◆ 新制度は国交省の主導の下につくられることにな
るが、まだ形が見えない。

◆ 建築士会、事務所協会連合会、JBN、全建連など
の民間の団体が新制度の運用を担うことになる
のかもしれない？

◆ HEAT20委員会のメンバーは、
この新制度を実（ジツ）のある
ものにすべく、積極的に活動
してほしい。



HEAT20の成果と貢献
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日本の戸建住宅の断熱向上に大いに貢献している。



HEAT20委員会の今後の仕事
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➢ やりはじめたこと（戸建G3と集合C1・・）の完遂。
➢ ηAの基準の検討。
➢ 非住宅も含め、建築外皮の設計基準への発展。
省エネ（暖冷房負荷）
耐久性（水分制御）
防火
遮音・防音

⇒ユメは広がる・・・・・・・


